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持続可能な社会の実現へ 

「相鉄グループ人権方針」を策定 
全ての人の人権を尊重し、相鉄グループは事業活動を行います 

 

相鉄グループ 

 

相鉄グループは、全役員および全従業員が相鉄グループの事業活動により影響を受ける全ての人の人権を

尊重するため、人権尊重の考え方をステークホルダーに共有し実践していくことを目的として、新たに「相

鉄グループ人権方針」（以下、本方針）を策定しました。 

経済のグローバル化に伴い、企業活動が影響を及ぼす範囲が拡大していることを背景に、2011 年 3月には

国連で「ビジネスと人権に関する指導原則※1」が採択されるなど、企業にも人権尊重の社会的責任があると

の考え方は世界共通のものとなっています。相鉄グループにおいても、さらなる企業価値の向上を目指すた

めには、人権に関する国際規範などに配慮した事業基盤の強化が重要であると考えています。 

これまで相鉄グループは、「相鉄グループ役員・社員行動原則※2」において人権尊重について定めておりま

したが、このたびグローバルスタンダードである国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に準拠して本

方針を策定しました。 

本方針に基づき、相鉄グループ全体で人権尊重の取り組みを実践し、社会的責任を果たすともに、持続可

能な社会の実現に貢献していきます。 

相鉄グループ人権方針の詳細は、別紙のとおりです。 

 

※1「ビジネスと人権に関する指導原則」は、全ての国家と全ての企業に適用される人権尊重の枠組みとして 2011 年に国際連

合人権理事会において承認されました。同指導原則では、「人権を保護する国家の義務」と並び、「人権を尊重する企業の

責任」が重要な柱と位置付けられています。 

 

※2 相鉄グループの役員・社員が、相鉄グループ経営理念を実践していくための基本原則 
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相鉄グループ人権方針 

 

相鉄グループは、企業活動を行う上で人権を尊重することは必要不可欠であり、全ての企業が果たす

べき社会的責任と考えています。また、相鉄グループは、グループ各社の事業活動により影響を受ける

全ての人の基本的人権を尊重し、人種、国籍、信条、年齢、性別、性的指向、社会的身分もしくは門

地、言語、民族、宗教、政治上のその他の意見、財産、障がいの有無、またはこれらに類するいかなる

事由による差別やハラスメント、強制労働・児童労働を許しません。 

人権尊重の取り組みを推進し、グループ経営理念である「相鉄グループは、快適な暮らしをサポート

する事業を通じてお客様の喜びを実現し、地域社会の豊かな発展に貢献します。」を実現するためにさ

まざまなステークホルダーとの協働のもと、まちづくりを起点として持続的な社会の実現に向けて策定

した「相鉄グループサステナビリティ方針」に基づき「相鉄グループ人権方針」（以下「本方針」とい

います。）を定めます。 

 

1. 基本的な考え方 

相鉄グループは、グループ各社が事業活動を行う各国の人権に関する法令の遵守に加え、「国際人

権章典（世界人権宣言および国際人権規約）」や「ビジネスと人権に関する指導原則」、「労働に

おける基本的原則および権利に関する ILO 宣言（結社の自由と団体交渉に関する権利を含む）」、

「子どもの権利とビジネス原則」といった国際的に認められた人権に関する国際規範を理解のうえ

支持し、これらに従って人権尊重に取り組みます。 

相鉄グループが特に重視する人権課題は、以下のとおりです。 

◯ お客さまへの安全で安心な商品・サービスの提供 

◯ あらゆる差別・ハラスメントの発生防止 

◯ 強制労働・児童労働の禁止 

◯ 従業員の健康増進の支援と労働安全衛生の強化 

◯ 最低賃金を超える賃金の支払いや労働時間の適正管理、結社の自由などの労働者の基本的権利の 

尊重 

◯ 職場環境およびサービス提供を行う施設などにおけるダイバーシティ＆インクルージョンの推進 

◯ 個人情報およびプライバシーの保護 

◯ 事業活動を通じた地域住民に安全で安心な生活環境や自然環境の提供 

 

2. 適用範囲 

本方針は、海外子会社を含む相鉄グループで働く全ての役員・従業員に適用し、遵守することを求

めます。また、相鉄グループのみならず、サプライヤーなどの取引先、ビジネスパートナーなどの

ステークホルダーに対しても、本方針への理解と協力を求め、人権尊重への取り組みを推進しま

す。 

 

3. 人権デュー・ディリジェンス 

相鉄グループは、人権デュー・ディリジェンスの取り組みを継続的に実施することで、自らの事業

活動によって人権に負の影響を生じさせるリスクを特定・評価し、人権に負の影響を生じたり、助

長したりすることを回避します。また、人権侵害やそのおそれが発生した場合は、迅速かつ正確な

原因追究を行い、可能な限り、負の影響を軽減・是正し、被害者の救済に取り組むことで人権尊重

の責任を果たします。 

また、人権侵害のリスクの防止・軽減・是正策が効果的に機能していることを定期的にモニタリン

グ・評価することで、人権尊重の取り組みの継続的な改善に努めます。 

 

4. 推進体制 

本方針を実現するため、重要事項の決議機関を「相鉄ホールディングス取締役会」として、相鉄ホ

ールディングス代表取締役社長を委員長とする「相鉄グループサステナビリティ委員会」におい

て、必要事項を審議のうえ決定します。 



 5. 内部通報制度の整備・運用 

相鉄グループでは、人権侵害に関する内部通報制度の窓口を整備・運用し、通報または相談を匿名

でも受け付けています。通報または相談の対象となったグループ各社は、通報・相談に関する秘密

保持の徹底と通報者および相談者に対する人事上の不利益な取り扱いの禁止、職場環境の悪化など

の防止に取り組みます。 

 

6. ステークホルダーとの対話・情報開示 

相鉄グループは、本方針に基づく人権尊重の取り組み状況について、関連するステークホルダーに

適切に開示します。また、人権に対する潜在的および実際の影響およびそれらに対する措置につい

て、関連するステークホルダーと対話・協議を行い、人権尊重の取り組みの推進と継続的な改善に

努めます。 

また、取引先やビジネスパートナーに対しても、本方針に則った企業行動推進および適切な情報開

示の協力を求めます。 

 

7. 教育・研修 

相鉄グループで働く全ての役員・従業員に対して、本方針の周知に努めます。併せて、人権尊重に

関する理解を深め、人権尊重の取り組みを相鉄グループ各社の事業活動に組み込まれるよう必要な

情報提供や定期的な教育・研修などを実施します。 

 

相鉄ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 滝澤秀之 

 

2025 年 3月 制定 

 

※本方針は、2025 年 3月の取締役会において承認を得ており、代表取締役社長が署名しています。 


